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2021 年 6 月 22 日 
各 位                                                               

株 式 会 社 バ ル ク ホ ー ル デ ィ ン グ ス 
代 表 取 締 役 社 ⾧ 兼 C E O  石 原 紀 彦 

                 （コード番号:2467 名証セントレックス） 
                      問 合 せ 先 : 取 締 役 CFO 高 橋  恭 一 郎 

電 話 番 号 : 03-5649 -2500（ 代 表 ） 
 

当社子会社による AT マーケティング株式会社との 
名古屋アリーナの開設・運営にかかる契約締結に関するお知らせ 

 

当社子会社株式会社サイバージムジャパン（東京都港区、代表取締役社⾧兼 CEO 石原 紀彦、以下「CGJ」）は、AT

マーケティング株式会社(東京都渋谷区、代表取締役 高木克志、以下「AT マーケティング」）と中部地方におけるサイ

バーセキュリティ教育に関する協業を目的として、名古屋市内にサイバーセキュリティ教育施設を開設することについ

て本日付けで合意し、サイバーアリーナにかかる提供・運用サポート・ライセンス契約（これらを総称して以下「本契

約等」）を締結いたしましたので下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．本件の概要 

 当社はサイバーセキュリティ分野において世界最高レベルのイスラエルで技術を確立している CyberGym Control 

Ltd.（イスラエル ハデラ市、CEO Ofir Hason）との提携により、トータルサイバーセキュリティソリューションを提

供する当社子会社 CGJ を通じて、サイバーセキュリティ専用トレーニング施設を運営・供給しております。 

AT マーケティングは RPA 導入支援を主軸とし、大手、中小企業に対する業務効率化、業務自動化のコンサル業務を

行っており、また、自動化に伴うセキュアな運用方法などのセキュリティ対策を支援しております。 

本契約等に基づき、本件当事者間の協同により、AT マーケティングが CYBERGYM トレーニングを提供するサイバー

アリーナ（以下「CYBERGYM 名古屋」）を開設し、CYBERGYM 名古屋をベースとして、中部地方においてサイバーセ

キュリティ教育ソリューションを展開する予定となっております。これにより、サイバーセキュリティ分野における当

事者間の経営資源や独自の強み・ノウハウを活かすことでそれぞれの事業拡大が期待できるとともに、同地方において

サイバーセキュリティ分野での人材の創出・供給を行うことが可能となります。 

 

中部地方は、サプライチェーンを支える多数の自動車関連メーカーなどの拠点であり、将来的にサイバーセキュリテ

ィニーズの大幅な拡大が見込まれます。当社グループは、中部東海圏企業に幅広いネットワークを有する技術者集団の

ニュートラル株式会社（愛知県名古屋市、代表取締役社⾧ 小屋 晋吾、以下「ニュートラル」）とパートナー関係にあり

ますが、CYBERGYM 名古屋におけるトレーニングは同社の拠点内で開設いたします。CGJ は、AT マーケティングに加

え、ニュートラルとの連携も活用し、中部地方のお客様向けに最適なサイバーセキュリティソリューションを提供して

まいります。 

 

２．CYBERGYM 名古屋の概要 

開設地:名古屋市中区錦 2-9-29 ORE 名古屋伏見ビル 11F（ニュートラル内） 

開設日:2021 年 7 月 1 日（予定） 
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3．相手先の概要 

① 名称 AT マーケティング株式会社 

② 所在地 東京都渋谷区道玄坂二丁目１０番７号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役 高木克志 

④ 設立 2017 年 6 月 

⑤ 事業内容 システム導入コンサル、ソフトウェア開発・販売、サイバーセキュリティソリューション、

エコロジー事業 

⑥ 資本金 520 万円 

⑦ 大株主及び持株比率 同社は非上場会社であり、守秘義務により非開示とさせていただきます。 

⑧ 当社との関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 連結子会社 CGJ が同社向けにサイバーセキュリティトレーニ

ングを提供しております。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

⑨ 財政状態及び経営成績 同社は非上場会社であり、守秘義務により非開示とさせていただきます。 

⑩ URL https://atmarketing.co.jp/company/ 
 
４．今後の見通し 

本件により、サイバーアリーナの一部の販売収益が当第１四半期連結会計期間の売上高として計上されるほか、リー

ス・運用サポート等による継続的収益が発生することで当社グループの業績への寄与が見込まれます。今後、本件にお

いて開示すべき事項が発生した場合、速やかに開示いたします。 

以 上 


